
目白大学大学院 修士論文概要

所属 心理学研究科 現代心理学専攻 修士課程 修了年度 2019 年度

氏名 山本 香
指導教員

（主査）
庄司 正実

論文題目 適応指導教室指導員と教師の連携が不登校児童生徒におよぼす影響

本 文 概 要

目的

不登校児童生徒への支援は多様な対応が必要であり，その一つが適応指導教室である。不登校児童生

徒が日々通う適応指導教室と不登校児童生徒が所属する学校が連携を行い，信頼しあうことが必要であ

ると考えられる。また教師において同僚など身近な他者を信頼している教師は指導行動を促進するとい

う指摘がある。本研究では適応指導教室指導員と教師の連携が両者間に信頼感をもたらし，教師の不登

校児童生徒に対する行動を促進し，不登校児童生徒の状況が改善すると考えられるモデルを検討する。

方法

適応指導教室に通う子どもの現在の担任,もしくは以前担任だった経験がある小・中学校教師 174 名

(平均年齢:48.3 歳,SD=10.3,性別：男性 133名,女性 41名),適応指導教室の現在指導員,もしくは以前指

導員だった経験がある者 188 名（平均年齢:50.1 歳,SD=11.5,性別：男性 113名,女性 75名）を対象とし

た web調査を行った。ただし指導員 13名分は直接調査した。項目内容は指導員用と教師用で共通するよ

うに構成した。①アセスメントの共有方略尺度(新井,2014)，②信頼感尺度(中井,2015)，③教師の関わ

り行動尺度(小林他,2006)，④況改善尺度(小林他, 2006)⑤フェイスシートであった。

結果と考察

「アセスメントの共有方略」について因子分析（最尤法,プロマックス回転）を行った結果，3因子が

得られ「専門的意見交換」，「積極的意見交換」，「伝達時の配慮」とした。その他の尺度は主成分分析を

行った。次に指導員と教師の各因子の平均値の差について t検定を行った。教師の「信頼感」，「教師の

関わり行動」が指導員よりも有意に高く職種ごとに特徴の違いが見られた為，以降２つの群を別々に分

析した。状況改善におよぼす影響を検討するために「状況改善」を従属変数，「アセスメントの共有方略」

の下位尺度，「信頼感」，「教師の関わり行動」，「勤務期間」，「通級期間」，「連絡頻度」を独立変数として

重回帰分析を行った。指導員は「状況改善」に影響をおよぼすものが「教師の関わり行動」，「信頼感」

であると考え，教師は「信頼感」，「通級期間」であると考えていることが分かった。続いて「アセスメ

ントの共有方略」の下位尺度，「信頼感」，「教師の関わり行動」が「状況改善」におよぼす要因の関係を

検討するために構造方程式モデリングを行った。指導員では，連携により「信頼感」が生まれ「信頼感」

によって「教師の関わり行動」が促進され，児童生徒の「状況改善」に影響をおよぼすと考えられるこ

とが明らかになった。教師では，連携により「信頼感」が生まれたが「信頼感」から「教師の関わり行

動」への影響は見られず「教師の関わり行動」を通して「状況改善」に直接結びつかなかった。以上の

ことから指導員と教師との間に意識の差があることが明らかになった。指導員は状況改善に最も有効で

あるものが「教師の関わり行動」であると考えていることに対し，教師は「信頼感」が有効であると考

えていることが分かった。指導員は，教師の関わり行動により児童生徒が安心感を与えられ存在を認め

られたと感じ自信を取り戻すことができると考え，教師は，仕事として児童生徒に接し適応指導教室に

いればいる程児童生徒の状態が良くなる、信頼感が生まれれば指導員が良くやってくれると思っている

と推測される。これらの意識の差が児童生徒の状況改善を困難にしていることが示唆された。教師は，

児童生徒が必要としている支援について指導員と話し合いより柔軟な関わり行動をとる必要があり，指

導員は，教師が児童生徒の問題に多様な方法で関われるように援助することが必要であると考えられる。


